
 
（最大で公立全日制課程の標準授業料額相当額または当該額×2の額まで） 

国公立の高等学校における教育の実質的無償化の推進及び私立の高等学校等における
教育に係る負担の軽減のための高等学校等就学支援金の支給等に関する法律（案） 
 

１．基本的な考え方 

 

 ＊高等学校の標準授業料額は、制度の導入に際しては
交付税単価と同額とすることを想定 

 

   （平成19年度の授業料の交付税単価） 
 

    ・高等学校の全日制の課程 → 118,800円  
    ・高等学校の定時制の課程 →   32,400円 
    ・高等学校の通信制の課程 →     6,000円 
 

 
年間支給額＝授業料相当額 
（最大で標準授業料額まで） 

 

 

２．支給の対象となる高等学校等 

４．支給月数 

（２）その他の高等学校等 ＝私立の高等学校等、国公立の専修学校・高等専門学校、公立の各種学校 

（１）国公立の高等学校 ＝国公立の高等学校・中等教育学校の後期課程・特別支援学校の高等部 

（１）原則として３６月（定時制・通信制は４８月） 
（２）学校を異動した場合は【３６月＊－過去に支給があった月数】 ＊定時制・通信制に異動した場合は４８月 

（３）異動の際の調整：支給総額が公立高等学校の全日制の課程の標準授業料額の３年分に相当する額 
              （支給保障額）に達するまで支給 
   例：Ａ高校（公立通信制）２年終了時に中退し、Ｂ高校（公立全日制）１年へ再入学した場合 

 

 

（１）国公立の高等学校の授業料の年額の標準となるべき額（「標準授業料額」）を設定するとともに、標
準授業料額までの範囲内で、国公立の高等学校の生徒の保護者に対し授業料相当額の就学支
援金を支給することにより、国公立の高等学校における教育の実質的無償化を推進する。 

 

（２）（１）の給付を行うことに伴い、私立の高等学校等や国公立の高等専門学校等の生徒の保護者に
対してもそれに相当する就学支援金（私立の高等学校等については世帯収入が低い場合には一
定の加算をした就学支援金）を支給することにより、その教育に係る負担を軽減する。 

 

 ※ 就学支援金は市町村を通じて支給。また、支給に要する費用は国が全額負担。 

学校の種類等に応じた標準授業料額 ＊ 

 
  

年間支給額＝授業料相当額 
 

 
 

       

公立全日制課程の標準授業料額相当額 
＜学校の種類等を問わず一律＞ 

通信制１年 
6,000円 

通信制２年 
6,000円 

全日制１年 
118,800円 

全日制２年 
⇒支給 

全日制３年 
⇒一部支給 

支給保障額（356,400円） 

 

＜世帯収入により異なる＞ 

  ①高等学校                                
  ②中等教育学校の後期課程 
  ③特別支援学校の高等部 
  ④専修学校及び各種学校（高等学校の課程に類する課程を置くものとして文部科学大臣が指定するもの） 
  ⑤高等専門学校（第１学年から第３学年まで） 
   
 

  ３．支給額（年額） 

【制度の概要】 

※ いずれも国公私立全てが対象。また、①～③については専攻科・別科を除く。 

公立全日制課程の標準授業料額相当額×２の額 
＜私立の高等学校等で収入が政令で定める額 

（500万円）以下の世帯のみ＞ 

※ 年額の１２分の１の額を月額として月単位で支給。 

支給月数を調整して支給 





国


公


立


の


高


等


学


校


に


お


け


る


教


育


の


実


質


的


無


償


化


の


推


進


及


び


私


立


の


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


に


係


る


負


担


の


軽


減


の


た


め


の


高


等


学


校


等


就


学


支


援


金


の


支


給


等


に


関


す


る


法


律


（


案


）


 


（


目


的


）


 


第


一


条


 


こ


の


法


律


は


、


高


等


学


校


等


の


生


徒


の


保


護


者


に


高


等


学


校


等


就


学


支


援


金


（


以


下


「


就


学


支


援


金


」


と


い


う


。


）


を


支


給


す


る


こ


と


等


に


よ


り


、


国


公


立


の


高


等


学


校


に


お


け


る


教


育


の


実


質


的


無


償


化


を


推


進


し


、


あ


わ


せ


て


私


立


の


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


に


係


る


負


担


の


軽


減


を


図


り


、


も


っ


て


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


の


機


会


均


等


に


寄


与


す


る


こ


と


を


目


的


と


す


る


。


 


（


定


義


）


 


第


二


条


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


高


等


学


校


等


」


と


は


、


次


に


掲


げ


る


学


校


（


第


一


号


か


ら


第


三


号


ま


で


に


掲


げ


る


学


校


に


つ


い


て


は


、


専


攻


科


及


び


別


科


を


除


く


。


）


を


い


う


。


 


一


 


高


等


学


校


 


二


 


中


等


教


育


学


校


の


後


期


課


程


 


三


 


特


別


支


援


学


校


の


高


等


部


 


 
 


一







 


二


四
 


専


修


学


校


及


び


各


種


学


校


（


高


等


学


校


の


課


程


に


類


す


る


課


程


を


置


く


も


の


と


し


て


文


部


科


学


大


臣


が


指


定


す


る


も


の


に


限


る


。


第


四


項


並


び


に


第


七


項


第


一


号


及


び


第


三


号


に


お


い


て


同


じ


。


）


 


五


 


高


等


専


門


学


校


（


第


一


学


年


か


ら


第


三


学


年


ま


で


に


限


る


。


第


四


項


並


び


に


第


七


項


第


二


号


及


び


第


三


号


に


お


い


て


同


じ


。


）


 


２


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


国


公


立


の


高


等


学


校


」


と


は


、


国


立


大


学


法


人


法


（


平


成


十


五


年


法


律


第


百


十


二


号


）


第


二


十


三


条


の


規


定


に


よ


り


国


立


大


学


に


附


属


し


て


設


置


さ


れ


る


学


校


（


第


七


項


第


一


号


に


お


い


て


「


国


立


大


学


附


属


学


校


」


と


い


う


。


）


又


は


学


校


教


育


法


（


昭


和


二


十


二


年


法


律


第


二


十


六


号


）


第


二


条


第


二


項


に


規


定


す


る


公


立


学


校


（


以


下


単


に


「


公


立


学


校


」


と


い


う


。


）


で


あ


る


高


等


学


校


（


中


等


教


育


学


校


の


後


期


課


程


及


び


特


別


支


援


学


校


の


高


等


部


を


含


む


。


）


を


い


う


。


 


３


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


私


立


の


高


等


学


校


等


」


と


は


、


高


等


学


校


等


の


う


ち


学


校


教


育


法


第


二


条


第


二


項


に


規


定


す


る


国


立


学


校


又


は


公


立


学


校


で


な


い


も


の


を


い


う


。


 


４


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


生


徒


」


と


は


、


高


等


学


校


、


中


等


教


育


学


校


の


後


期


課


程


、


特


別


支


援


学


校


の


高


等


部


並


び


に


専


修


学


校


及


び


各


種


学


校


の


生


徒


を


い


い


、


高


等


専


門


学


校


の


学


生


を


含


む


も


の


と


す


る


。


 







５
 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


保


護


者


」


と


は


、


学


校


教


育


法


第


十


六


条


に


規


定


す


る


保


護


者


を


い


い


、


成


年


に


達


し


た


生


徒


の


授


業


料


を


負


担


す


る


者


を


含


む


も


の


と


す


る


。


 


６


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


標


準


授


業


料


額


」


と


は


、


国


公


立


の


高


等


学


校


の


授


業


料


の


年


額


（


学


年


に


よ


る


教


育


課


程


の


区


分


を


設


け


な


い


国


公


立


の


高


等


学


校


で


あ


っ


て


授


業


料


の


年


額


を


定


め


な


い


も


の


に


つ


い


て


は


、


三


年


（


高


等


学


校


（


中


等


教


育


学


校


の


後


期


課


程


を


含


む


。


第


五


条


第


一


項


に


お


い


て


同


じ


。


）


の


定


時


制


の


課


程


及


び


通


信


制


の


課


程


（


学


校


教


育


法


第


四


条


第


一


項


に


規


定


す


る


定


時


制


の


課


程


及


び


通


信


制


の


課


程


を


い


う


。


第


五


条


第


一


項


に


お


い


て


同


じ


。


）


に


つ


い


て


は


、


四


年


）


で


卒


業


す


る


場


合


に


お


け


る


一


年


当


た


り


の


授


業


料


の


額


。


第


十


六


条


に


お


い


て


同


じ


。


）


の


標


準


と


な


る


べ


き


額


と


し


て


国


公


立


の


高


等


学


校


の


種


類


及


び


課


程


そ


の


他


の


区


分


に


応


じ


て


政


令


で


定


め


る


額


を


い


う


。


 


７


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


」


と


は


、


私


立


の


高


等


学


校


等


及


び


次


に


掲


げ


る


学


校


（


第


四


条


第


二


号


に


お


い


て


「


国


公


立


の


専


修


学


校


等


」


と


い


う


。


）


の


生


徒


が


、


公


立


学


校


で


あ


る


高


等


学


校


の


全


日


制


の


課


程


（


学


校


教


育


法


第


四


条


第


一


項


に


規


定


す


る


全


日


制


の


課


程


を


い


う


。


第


六


条


第


一


項


に


お


い


て


同


じ


。


）


に


在


学


し


た


と


し


た


場


合


に


お


け


る


標


準


授


業


料


額


に


相


当


す


る


額


と


し


て


政


令


で


定


め


る


額


を


い


う


。


 


 


一


 


国


立


大


学


附


属


学


校


で


あ


る


専


修


学


校


 


 
 


三







 


四


 
二


 


独


立


行


政


法


人


国


立


高


等


専


門


学


校


機


構


が


設


置


す


る


高


等


専


門


学


校


 


 


三


 
公


立


学


校


で


あ


る


専


修


学


校


及


び


各


種


学


校


並


び


に


高


等


専


門


学


校


 


（


就


学


支


援


金


の


支


給


）


 


第


三


条


 


市


町


村


長


（


特


別


区


の


区


長


を


含


む


。


以


下


同


じ


。


）


は


、


二


十


歳


に


達


す


る


日


以


後


の


初


の


三


月


三


十


一


日


ま


で


の


間


に


高


等


学


校


等


に


在


学


す


る


生


徒


に


つ


い


て


、


そ


の


保


護


者


に


対


し


、


就


学


支


援


金


を


支


給


す


る


。


 


２


 


前


項


の


場


合


に


お


い


て


、


当


該


生


徒


が


同


時


に


二


以


上


の


高


等


学


校


等


に


在


学


す


る


と


き


は


、


就


学


支


援


金


は


、


当


該


生


徒


の


保


護


者


の


選


択


す


る


一


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


支


給


す


る


。


 


３


 


市


町


村


長


は


、


当


該


生


徒


の


保


護


者


が


当


該


高


等


学


校


等


の


授


業


料


を


滞


納


し


て


い


る


と


き


は


、


第


一


項


の


規


定


に


か


か


わ


ら


ず


、


政


令


で


定


め


る


と


こ


ろ


に


よ


り


、


就


学


支


援


金


を


支


給


し


な


い


こ


と


が


で


き


る


。


 


（


就


学


支


援


金


の


額


等


）


 


第


四


条


 


就


学


支


援


金


は


、


毎


月


の


初


日


に


お


い


て


高


等


学


校


等


に


在


学


す


る


生


徒


（


以


下


「


支


給


対


象


生


徒


」


と


い


う


。


）


に


つ


い


て


、


月


を


単


位


と


し


て


支


給


す


る


も


の


と


し


、


そ


の


額


は


、


一


月


に


つ


き


、


当


該


生


徒


が


当


該


年


度


一


年


間


在


学


し


た


場


合


に


納


め


る


べ


き


授


業


料


の


額


（


当


該


授


業


料


の


額


が


次


の


各


号


に


掲


げ


る


生


徒


の


区


分


に


応


じ


そ


れ


ぞ


れ


当


該


各


号







に


定


め


る


額


を


超


え


る


場


合


に


あ


っ


て


は


、


当


該


各


号


に


定


め


る


額


）


の


十


二


分


の


一


の


額


と


す


る


。


 
一


 
国


公


立


の


高


等


学


校


の


生


徒


 


当


該


生


徒


に


係


る


標


準


授


業


料


額


 


二


 


私


立


の


高


等


学


校


等


の


生


徒


（


次


号


に


該


当


す


る


生


徒


を


除


く


。


）


及


び


国


公


立


の


専


修


学


校


等


の


生


徒


 


当


該


生


徒


に


係


る


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


 


三


 


私


立


の


高


等


学


校


等


の


生


徒


で


あ


っ


て


そ


の


保


護


者


の


属


す


る


世


帯


の


政


令


で


定


め


る


と


こ


ろ


に


よ


り


算


定


し


た


収


入


額


が


政


令


で


定


め


る


額


以


下


で


あ


る


も


の


 


当


該


生


徒


に


係


る


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


に


二


を


乗


じ


て


得


た


額


 


（


支


給


月


数


）


 


第


五


条


 


支


給


対


象


生


徒


に


つ


い


て


就


学


支


援


金


の


支


給


を


行


う


月


数


（


以


下


「


支


給


月


数


」


と


い


う


。


）


は


、


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


三


十


六


月


（


高


等


学


校


の


定


時


制


の


課


程


及


び


通


信


制


の


課


程


に


つ


い


て


は


、


四


十


八


月


）


と


す


る


。


 


２


 


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


支


給


が


あ


っ


た


場


合


に


お


け


る


前


項


の


規


定


の


適


用


に


つ


い


て


は


、


同


項


中


「


三


十


六


月


」


と


あ


る


の


は


「


三


十


六


月


か


ら


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


 
 


五







 


六


に


つ


い


て


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


支


給


が


あ


っ


た


月


数


を


控


除


し


た


月


数


」


と


、


「


四


十


八


月


」


と


あ


る


の


は


「


四


十


八


月


か


ら


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


支


給


が


あ


っ


た


月


数


を


控


除


し


た


月


数


」


と


す


る


。


 


（


支


給


月


数


の


調


整


等


）


 


第


六


条


 


前


条


第


二


項


に


規


定


す


る


場


合


に


お


い


て


、


次


に


掲


げ


る


額


の


合


計


額


が


、


当


該


生


徒


が


公


立


学


校


で


あ


る


一


の


高


等


学


校


の


全


日


制


の


課


程


に


三


年


間


在


学


し


た


と


し


た


場


合


に


お


け


る


標


準


授


業


料


額


の


三


年


分


に


相


当


す


る


額


と


し


て


政


令


で


定


め


る


額


（


以


下


こ


の


条


に


お


い


て


「


支


給


保


障


額


」


と


い


う


。


）


に


満


た


な


い


こ


と


と


な


る


と


き


は


、


同


項


の


規


定


に


よ


り


読


み


替


え


て


適


用


す


る


前


条


第


一


項


の


規


定


に


か


か


わ


ら


ず


、


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


の


支


給


月


数


は


、


当


該


合


計


額


が


支


給


保


障


額


に


達


す


る


こ


と


と


な


る


月


（


次


項


に


お


い


て


「


調


整


後


の


終


支


給


月


」


と


い


う


。


）


ま


で


の


月


数


と


す


る


。


 


一


 


前


条


第


二


項


の


規


定


に


よ


り


読


み


替


え


て


適


用


す


る


同


条


第


一


項


の


規


定


に


よ


る


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


の


支


給


月


数


に


係


る


就


学


支


援


金


の


総


額


（


第


四


条


第


三


号


に


掲


げ


る


生


徒


で


あ


っ


て


、


同


条


の


規


定


に


よ


る


就


学


支


援


金


の


月


額


が


当


該


生


徒


に


係


る


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


の


十


二


分


の


一


の


額


を


超


え


る


も


の


（


次


項


に


お


い







て


「


第


三


号


生


徒


」


と


い


う


。


）


に


つ


い


て


は


、


当


該


超


え


る


部


分


の


総


額


を


除


く


。


次


号


に


お


い


て


同


じ


。


）


 
二


 
当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


支


給


が


あ


っ


た


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


総


額


 


２


 


前


項


の


場


合


に


お


い


て


、


調


整


後


の


終


支


給


月


の


就


学


支


援


金


の


額


は


、


第


四


条


の


規


定


に


か


か


わ


ら


ず


、


調


整


後


の


終


支


給


月


に


お


い


て


同


項


に


規


定


す


る


合


計


額


が


支


給


保


障


額


に


達


す


る


ま


で


の


額


（


第


三


号


生


徒


に


つ


い


て


は


、


当


該


支


給


保


障


額


に


達


す


る


ま


で


の


額


を


当


該


生


徒


に


係


る


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


の


十


二


分


の


一


の


額


で


除


し


て


得


た


割


合


を


同


条


の


規


定


に


よ


る


就


学


支


援


金


の


月


額


に


乗


じ


て


得


た


額


）


と


す


る


。


 


（


学


年


に


よ


る


教


育


課


程


の


区


分


を


設


け


な


い


高


等


学


校


に


在


学


す


る


生


徒


等


に


係


る


特


例


）


 


第


七


条


 


当


該


生


徒


が


学


年


に


よ


る


教


育


課


程


の


区


分


を


設


け


な


い


高


等


学


校


に


在


学


す


る


場


合


そ


の


他


前


三


条


の


規


定


に


よ


り


難


い


場


合


に


お


け


る


就


学


支


援


金


の


額


及


び


支


給


月


数


に


つ


い


て


は


、


政


令


で


特


別


の


定


め


を


す


る


こ


と


が


で


き


る


。


 


（


支


給


月


数


の


追


加


）


 


第


八


条


 


市


町


村


長


は


、


第


四


条


か


ら


第


六


条


ま


で


の


規


定


及


び


前


条


の


政


令


の


規


定


に


よ


り


就


学


支


援


金


の


支


給


が


行


わ


れ


る


終


の


月


後


引


き


続


き


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


在


学


す


る


こ


と


と


な


る


場


合


に


お


い


て


、


文


部


科


学


省


令


で


定


 
 


七







 


八


め


る


や


む


を


得


な


い


事


由


が


あ


る


と


認


め


る


と


き


は


、


政


令


で


定


め


る


と


こ


ろ


に


よ


り


、


支


給


月


数


を


追


加


す


る


こ


と


が


で


き


る


。
 


２


 


前


項


の


規


定


に


よ


り


支


給


月


数


を


追


加


す


る


場


合


に


お


い


て


は


、


第


六


条


第


二


項


の


規


定


は


、


適


用


し


な


い


。


 


 


（


端


数


計


算


）


 


第


九


条


 


就


学


支


援


金


の


月


額


に


一


円


未


満


の


端


数


が


あ


る


と


き


は


、


こ


れ


を


一


円


に


切


り


上


げ


る


も


の


と


す


る


。


 


（


支


給


の


方


法


等


）


 


第


十


条


 


就


学


支


援


金


は


、


四


月


か


ら


七


月


ま


で


、


八


月


か


ら


十


二


月


ま


で


及


び


一


月


か


ら


三


月


ま


で


の


各


期


に


つ


い


て


、


そ


の


期


間


中


の


月


の


分


を


ま


と


め


て


支


給


す


る


。
 


２


 


就


学


支


援


金


の


支


給


を


受


け


よ


う


と


す


る


保


護


者


は


、


文


部


科


学


省


令


で


定


め


る


と


こ


ろ


に


よ


り


、


そ


の


住


所


地


の


市


町


村


長


に


申


請


し


、


就


学


支


援


金


の


支


給


を


す


る


旨


の


決


定


を


受


け


な


け


れ


ば


な


ら


な


い


。


 


（


不


正


利


得


の


徴


収


）


 


第


十


一


条


 


偽


り


そ


の


他


不


正


の


手


段


に


よ


り


就


学


支


援


金


の


支


給


を


受


け


た


者


が


あ


る


と


き


は


、


市


町


村


長


は


、


国


税


徴


収


の


例


に


よ


り


、


そ


の


者


か


ら


、


そ


の


支


給


を


受


け


た


額


に


相


当


す


る


金


額


の


全


部


又


は


一


部


を


徴


収


す


る


こ


と


が


で


き


る


。


 







２
 


前


項


の


規


定


に


よ


る


徴


収


金


の


先


取


特


権


の


順


位


は


、


国


税


及


び


地


方


税


に


次


ぐ


も


の


と


す


る


。


 
（


譲


渡


等


の


禁


止


）


 


第


十


二


条


 
就


学


支


援


金


の


支


給


を


受


け


る


権


利


は


、


譲


り


渡


し


、


担


保


に


供


し


、


又


は


差


し


押


さ


え


る


こ


と


が


で


き


な


い


。


 


（


非


課


税


）


 


第


十


三


条


 


租


税


そ


の


他


の


公


課


は


、


就


学


支


援


金


と


し


て


支


給


を


受


け


た


金


銭


を


標


準


と


し


て


、


課


す


る


こ


と


が


で


き


な


い


。


 


（


不


服


申


立


て


と


訴


訟


の


関


係


）
 


第


十


四


条


 


就


学


支


援


金


の


支


給


に


関


す


る


処


分


又


は


第


十


一


条


第


一


項


の


規


定


に


よ


る


徴


収


金


に


関


す


る


処


分


の


取


消


し


の


訴


え


は


、


当


該


処


分


に


つ


い


て


の


審


査


請


求


に


対


す


る


裁


決


を


経


た


後


で


な


け


れ


ば


、


提


起


す


る


こ


と


が


で


き


な


い


。


 


（


費


用


の


負


担


）


 


第


十


五


条


 


就


学


支


援


金


の


支


給


に


要


す


る


費


用


は


、


そ


の


全


額


を


国


庫


が


負


担


す


る


。


 


 


（


国


公


立


の


高


等


学


校


の


設


置


者


の


努


力


義


務


）


 


第


十


六


条


 


国


公


立


の


高


等


学


校


の


設


置


者


は


、


標


準


授


業


料


額


を


標


準


と


し


て


当


該


国


公


立


の


高


等


学


校


の


授


業


料


の


年


額


を


定


め


る


よ


う


に


努


め


な


け


れ


ば


な


ら


な


い


。


 


 
 


九







 


一
〇


（


事


務


の


区


分


）


 
第


十


七


条
 


こ


の


法


律


の


規


定


に


よ


り


市


町


村


（


特


別


区


を


含


む


。


）


が


処


理


す


る


こ


と


と


さ


れ


て


い


る


事


務


は


、


地


方


自


治


法


（


昭


和


二


十


二


年


法


律


第


六


十


七


号


）


第


二


条


第


九


項


第


一


号


に


規


定


す


る


第


一


号


法


定


受


託


事


務


と


す


る


。


 


（


文


部


科


学


省


令


へ


の


委


任


）


 


第


十


八


条


 


こ


の


法


律


に


定


め


る


も


の


の


ほ


か


、


こ


の


法


律


の


実


施


の


た


め


必


要


な


事


項


は


、


文


部


科


学


省


令


で


定


め


る


。


 


（


罰


則


）


 


第


十


九


条


 


偽


り


そ


の


他


不


正


の


手


段


に


よ


り


就


学


支


援


金


の


支


給


を


受


け


た


者


は


、


三


年


以


下


の


懲


役


又


は


三


十


万


円


以


下


の


罰


金


に


処


す


る


。


た


だ


し


、


刑


法


（


明


治


四


十


年


法


律


第


四


十


五


号


）


に


正


条


が


あ


る


と


き


は


、


刑


法


に


よ


る


。


 


 
 


 


附


 


則


 


（


施


行


期


日


）


 


第


一


条


 


こ


の


法


律


は


、


平


成


二


十


一


年


四


月


一


日


か


ら


施


行


す


る


。


 


 


（


経


過


措


置


）


 


第


二


条


 


支


給


対


象


生


徒


で


あ


っ


て


こ


の


法


律


の


施


行


の


日


前


に


そ


の


初


日


に


お


い


て


高


等


学


校


等


に


在


学


し


た


月


が


あ


る


も







の


に


つ


い


て


の


支


給


月


数


は


、


第


五


条


の


規


定


に


か


か


わ


ら


ず


、


同


条


第


一


項


の


規


定


に


よ


る


支


給


月


数


か


ら


こ


の


法


律


の


施


行


の


日


前


に


そ


の


初


日


に


お


い


て


高


等


学


校


等


に


在


学


し


た


月


の


月


数


を


控


除


し


た


月


数


（


当


該


月


数


が


零


を


下


回


る


場


合


に


は


、


零


）


と


す


る


。


 


２


 


前


項


に


規


定


す


る


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


支


給


が


あ


っ


た


場


合


に


お


け


る


同


項


の


規


定


の


適


用


に


つ


い


て


は


、


同


項


中


「


月


の


月


数


」


と


あ


る


の


は


、


「


月


の


月


数


及


び


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


支


給


が


あ


っ


た


月


数


」


と


す


る


。


 


３


 


第


六


条


の


規


定


は


、


前


項


に


規


定


す


る


場


合


に


つ


い


て


準


用


す


る


。


こ


の


場


合


に


お


い


て


、


同


条


第


一


項


中


「


三


年


間


」


と


あ


る


の


は


「


三


十


六


月


か


ら


こ


の


法


律


の


施


行


の


日


前


に


そ


の


初


日


に


お


い


て


高


等


学


校


等


に


在


学


し


た


月


の


月


数


を


控


除


し


た


月


数


の


間


」


と


、


「


三


年


分


」


と


あ


る


の


は


「


当


該


月


数


の


分


」


と


、


「


同


項


」


と


あ


る


の


は


「


附


則


第


二


条


第


二


項


」


と


、


「


前


条


第


一


項


」


と


あ


る


の


は


「


同


条


第


一


項


」


と


、


同


項


第


一


号


中


「


前


条


第


二


項


」


と


あ


る


の


は


「


附


則


第


二


条


第


二


項


」


と


読


み


替


え


る


も


の


と


す


る


。


 


４


 


前


三


項


に


定


め


る


も


の


の


ほ


か


、


こ


の


法


律


の


施


行


に


伴


い


必


要


な


経


過


措


置


は


、


政


令


で


定


め


る


。


 


 
 


一
一







 


一
二


（


地


方


自


治


法


の


一


部


改


正


）


 
第


三


条
 


地


方


自


治


法


の


一


部


を


次


の


よ


う


に


改


正


す


る


。


 


 
 


別


表


第


一


に


次


の


よ


う


に


加


え


る


。


 


国


公


立


の


高


等


学


校


に


お


け


る


教


育


の


実


質


的


無


償


化


の


推


進


及


び


私


立


の


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


に


係


る


負


担


の


軽


減


の


た


め


の


高


等


学


校


等


就


学


支


援


金


の


支


給


等


に


関


す


る


法


律


（


平


成


二


十


年


法


律


第


 
 


 


号


）


 


こ


の


法


律


の


規


定


に


よ


り


市


町


村


が


処


理


す


る


こ


と


と


さ


れ


て


い


る


事


務


 


 


（


地


方


財


政


法


の


一


部


改


正


）


 


第


四


条


 


地


方


財


政


法


（


昭


和


二


十


三


年


法


律


第


百


九


号


）


の


一


部


を


次


の


よ


う


に


改


正


す


る


。


 


 
 


第


十


条


に


次


の


一


号


を


加


え


る


。


 


 
 


二


十


九


 


高


等


学


校


等


就


学


支


援


金


の


支


給


に


要


す


る


経


費


 







 
 


 
 


 


理


 


由


 


 


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


の


機


会


均


等


に


寄


与


す


る


た


め


、


高


等


学


校


等


の


生


徒


の


保


護


者


に


高


等


学


校


等


就


学


支


援


金


を


支


給


す


る


こ


と


等


に


よ


り


、


国


公


立


の


高


等


学


校


に


お


け


る


教


育


の


実


質


的


無


償


化


を


推


進


し


、


あ


わ


せ


て


私


立


の


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


に


係


る


負


担


の


軽


減


を


図


る


必


要


が


あ


る


。


こ


れ


が


、


こ


の


法


律


案


を


提


出


す


る


理


由


で


あ


る


。


 


   
 


一
三











 
 


一
五


 
 


 


こ


の


法


律


の


施


行


に


伴


い


必


要


と


な


る


経


費


 


 


こ


の


法


律


の


施


行


に


伴


い


必


要


と


な


る


経


費


は


、


平


年


度


約


四


千


三


百


億


円


の


見


込


み


で


あ


る


。


 


  








◎
国
公
立
の
高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
の
実
質
的
無
償
化
の
推
進
及
び
私
立
の
高
等
学
校
等
に
お
け
る
教
育
に
係
る
負
担
の
軽
減
の
た
め
の
高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
の


支
給
等
に
関
す
る
法
律
案
新
旧
対
照
条
文 


○
地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
三
条
関
係
） 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 


（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 


 
 


 
 


 
 


 
 


 


改 
 


 


正 
 


 


案 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 


現 
 


 
 


 
 


行 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 


別
表
第
一 


第
一
号
法
定
受
託
事
務
（
第
二
条
関
係
） 


備
考 


（
略
） 法 


 


律 


事 
 


 
 


 
 


務 


 


（
略
） 


 


（
略
） 


国
公
立
の
高
等
学
校
に
お


け
る
教
育
の
実
質
的
無
償


化
の
推
進
及
び
私
立
の
高


等
学
校
等
に
お
け
る
教
育


に
係
る
負
担
の
軽
減
の
た


め
の
高
等
学
校
等
就
学
支


援
金
の
支
給
等
に
関
す
る


法
律
（
平
成
二
十
年
法
律
第


 
 


 


号
）


- 1 -


こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
が
処
理


す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
務


 


 


 


別
表
第
一 


第
一
号
法
定
受
託
事
務
（
第
二
条
関
係
） 


備
考 


（
略
） 法 


 


律 


事 
 


 
 


 
 


務 
 


 


（
略
） 


 


（
略
） 


 


（
新
設
） 


  


 







 


- 2 -


○
地
方
財
政
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
号
）
（
抄
）
（
附
則
第
四
条
関
係
） 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 


 
 


 
 


 
 


 
 


 


改 
 


 


正 
 


 


案 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 


現 
 


 
 


 
 


行 
 


 
 


 
 


 
 


 
 


 


（
国
が
そ
の
全
部
又
は
一
部
を
負
担
す
る
法
令
に
基
づ
い
て
実
施
し
な
け
れ


ば
な
ら
な
い
事
務
に
要
す
る
経
費
） 


第
十
条 


地
方
公
共
団
体
が
法
令
に
基
づ
い
て
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事


務
で
あ
つ
て
、
国
と
地
方
公
共
団
体
相
互
の
利
害
に
関
係
が
あ
る
事
務
の
う


ち
、
そ
の
円
滑
な
運
営
を
期
す
る
た
め
に
は
、
な
お
、
国
が
進
ん
で
経
費
を
負


担
す
る
必
要
が
あ
る
次
に
掲
げ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
国
が
、
そ
の
経
費
の
全


部
又
は
一
部
を
負
担
す
る
。 


 


一
～
二
十
八 


（
略
） 


 


二
十
九 


高
等
学
校
等
就
学
支
援
金
の
支
給
に
要
す
る
経
費


 


（
国
が
そ
の
全
部
又
は
一
部
を
負
担
す
る
法
令
に
基
づ
い
て
実
施
し
な
け
れ


ば
な
ら
な
い
事
務
に
要
す
る
経
費
） 


第
十
条 


地
方
公
共
団
体
が
法
令
に
基
づ
い
て
実
施
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
事


務
で
あ
つ
て
、
国
と
地
方
公
共
団
体
相
互
の
利
害
に
関
係
が
あ
る
事
務
の
う


ち
、
そ
の
円
滑
な
運
営
を
期
す
る
た
め
に
は
、
な
お
、
国
が
進
ん
で
経
費
を
負


担
す
る
必
要
が
あ
る
次
に
掲
げ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
国
が
、
そ
の
経
費
の
全


部
又
は
一
部
を
負
担
す
る
。 


 


一
～
二
十
八 


（
略
） 


（
新
設
） 


  








国


公


立


の


高


等


学


校


に


お


け


る


教


育


の


実


質


的


無


償


化


の


推


進


及


び


私


立


の


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


に


係


る


負


担


の


軽


減


の


た


め


の


高


等


学


校


等


就


学


支


援


金


の


支


給


等


に


関


す


る


法


律


案


要


綱


 


第


一


 


目


的


（


第


一


条


関


係


）


 


 


こ


の


法


律


は


、


高


等


学


校


等


の


生


徒


の


保


護


者


に


高


等


学


校


等


就


学


支


援


金


（


以


下


「


就


学


支


援


金


」


と


い


う


。


）


を


支


給


す


る


こ


と


等


に


よ


り


、


国


公


立


の


高


等


学


校


に


お


け


る


教


育


の


実


質


的


無


償


化


を


推


進


し


、


あ


わ


せ


て


私


立


の


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


に


係


る


負


担


の


軽


減


を


図


り


、


も


っ


て


高


等


学


校


等


に


お


け


る


教


育


の


機


会


均


等


に


寄


与


す


る


こ


と


を


目


的


と


す


る


こ


と


。


 


第


二


 


定


義


（


第


二


条


関


係


）


 


１


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


高


等


学


校


等


」


と


は


、


次


に


掲


げ


る


学


校


（


①


か


ら


③


ま


で


に


掲


げ


る


学


校


に


つ


い


て


は


、


専


攻


科


及


び


別


科


を


除


く


。


）


を


い


う


こ


と


。


 


①


 


高


等


学


校


 


②


 


中


等


教


育


学


校


の


後


期


課


程


 


③


 


特


別


支


援


学


校


の


高


等


部


 


 
 


一







 


二二


④


 


専


修


学


校


及


び


各


種


学


校


（


高


等


学


校


の


課


程


に


類


す


る


課


程


を


置


く


も


の


と


し


て


文


部


科


学


大


臣


が


指


定


す


る


も


の


に


限


る


。


以


下


同


じ


。


）


 
⑤


 


高


等


専


門


学


校


（


第


一


学


年


か


ら


第


三


学


年


ま


で


に


限


る


。


以


下


同


じ


。


）


 


２


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


国


公


立


の


高


等


学


校


」


と


は


、


国


立


大


学


法


人


法


第


二


十


三


条


の


規


定


に


よ


り


国


立


大


学


に


附


属


し


て


設


置


さ


れ


る


学


校


（


以


下


「


国


立


大


学


附


属


学


校


」


と


い


う


。


）


又


は


学


校


教


育


法


第


二


条


第


二


項


に


規


定


す


る


公


立


学


校


（


以


下


「


公


立


学


校


」


と


い


う


。


）


で


あ


る


高


等


学


校


（


中


等


教


育


学


校


の


後


期


課


程


及


び


特


別


支


援


学


校


の


高


等


部


を


含


む


。


）


を


い


う


こ


と


。
 


３


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


私


立


の


高


等


学


校


等


」


と


は


、


高


等


学


校


等


の


う


ち


学


校


教


育


法


第


二


条


第


二


項


に


規


定


す


る


国


立


学


校


又


は


公


立


学


校


で


な


い


も


の


を


い


う


こ


と


。


 


４


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


生


徒


」


と


は


、


高


等


学


校


、


中


等


教


育


学


校


の


後


期


課


程


、


特


別


支


援


学


校


の


高


等


部


並


び


に


専


修


学


校


及


び


各


種


学


校


の


生


徒


を


い


い


、


高


等


専


門


学


校


の


学


生


を


含


む


も


の


と


す


る


こ


と


。


 


５


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


保


護


者


」


と


は


、


学


校


教


育


法


第


十


六


条


に


規


定


す


る


保


護


者


を


い


い


、


成


年


に


達


し


た


生


徒


の


授


業


料


を


負


担


す


る


者


を


含


む


も


の


と


す


る


こ


と


。


 







６
 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


標


準


授


業


料


額


」


と


は


、


国


公


立


の


高


等


学


校


の


授


業


料


の


年


額


（


学


年


に


よ


る


教


育


課


程


の


区


分


を


設


け


な


い


国


公


立


の


高


等


学


校


で


あ


っ


て


授


業


料


の


年


額


を


定


め


な


い


も


の


に


つ


い


て


は


、


三


年


（


高


等


学


校


（


中


等


教


育


学


校


の


後


期


課


程


を


含


む


。


第


五


の


１


に


お


い


て


同


じ


。


）


の


定


時


制


の


課


程


及


び


通


信


制


の


課


程


（


学


校


教


育


法


第


四


条


第


一


項


に


規


定


す


る


定


時


制


の


課


程


及


び


通


信


制


の


課


程


を


い


う


。


以


下


同


じ


。


）


に


つ


い


て


は


、


四


年


）


で


卒


業


す


る


場


合


に


お


け


る


一


年


当


た


り


の


授


業


料


の


額


。


以


下


同


じ


。


）


の


標


準


と


な


る


べ


き


額


と


し


て


国


公


立


の


高


等


学


校


の


種


類


及


び


課


程


そ


の


他


の


区


分


に


応


じ


て


政


令


で


定


め


る


額


を


い


う


こ


と


。


 


７


 


こ


の


法


律


に


お


い


て


「


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


」


と


は


、


私


立


の


高


等


学


校


等


及


び


次


に


掲


げ


る


学


校


（


以


下


「


国


公


立


の


専


修


学


校


等


」


と


い


う


。


）


の


生


徒


が


、


公


立


学


校


で


あ


る


高


等


学


校


の


全


日


制


の


課


程


（


学


校


教


育


法


第


四


条


第


一


項


に


規


定


す


る


全


日


制


の


課


程


を


い


う


。


以


下


同


じ


。


）


に


在


学


し


た


と


し


た


場


合


に


お


け


る


標


準


授


業


料


額


に


相


当


す


る


額


と


し


て


政


令


で


定


め


る


額


を


い


う


こ


と


。


 


 
 


①


 


国


立


大


学


附


属


学


校


で


あ


る


専


修


学


校


 


 
 


②


 


独


立


行


政


法


人


国


立


高


等


専


門


学


校


機


構


が


設


置


す


る


高


等


専


門


学


校


 


 
 


③


 


公


立


学


校


で


あ


る


専


修


学


校


及


び


各


種


学


校


並


び


に


高


等


専


門


学


校
 


 
 


三







 


四


第


三
 


就


学


支


援


金


の


支


給


（


第


三


条


関


係


）


 


 


１


 
市


町


村


長


（


特


別


区


の


区


長


を


含


む


。


以


下


同


じ


。


）


は


、


二


十


歳


に


達


す


る


日


以


後


の


最


初


の


三


月


三


十


一


日


ま


で


の


間


に


高


等


学


校


等


に


在


学


す


る


生


徒


に


つ


い


て


、


そ


の


保


護


者


に


対


し


、


就


学


支


援


金


を


支


給


す


る


こ


と


。


 


２


 


１


の


場


合


に


お


い


て


、


当


該


生


徒


が


同


時


に


二


以


上


の


高


等


学


校


等


に


在


学


す


る


と


き


は


、


就


学


支


援


金


は


、


当


該


生


徒


の


保


護


者


の


選


択


す


る


一


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


支


給


す


る


こ


と


。


 


３


 


市


町


村


長


は


、


当


該


生


徒


の


保


護


者


が


当


該


高


等


学


校


等


の


授


業


料


を


滞


納


し


て


い


る


と


き


は


、


１


に


か


か


わ


ら


ず


、


政


令


で


定


め


る


と


こ


ろ


に


よ


り


、


就


学


支


援


金


を


支


給


し


な


い


こ


と


が


で


き


る


こ


と


。


 


第


四


 


就


学


支


援


金


の


額


等


（


第


四


条


関


係


）
 


 
 


就


学


支


援


金


は


、


毎


月


の


初


日


に


お


い


て


高


等


学


校


等


に


在


学


す


る


生


徒


（


以


下


「


支


給


対


象


生


徒


」


と


い


う


。


）


に


つ


い


て


、


月


を


単


位


と


し


て


支


給


す


る


も


の


と


し


、


そ


の


額


は


、


一


月


に


つ


き


、


当


該


生


徒


が


当


該


年


度


一


年


間


在


学


し


た


場


合


に


納


め


る


べ


き


授


業


料


の


額


（


当


該


授


業


料


の


額


が


次


の


①


か


ら


③


ま


で


に


掲


げ


る


生


徒


の


区


分


に


応


じ


そ


れ


ぞ


れ


当


該


①


か


ら


③


ま


で


に


定


め


る


額


を


超


え


る


場


合


に


あ


っ


て


は


、


当


該


①


か


ら


③


ま


で


に


定


め


る


額


）


の


十


二


分


の


一


の


額


と


す


る


こ


と


。


 







①
 


国


公


立


の


高


等


学


校


の


生


徒


 


当


該


生


徒


に


係


る


標


準


授


業


料


額


 
②


 
私


立


の


高


等


学


校


等


の


生


徒


（


③


に


該


当


す


る


生


徒


を


除


く


。


）


及


び


国


公


立


の


専


修


学


校


等


の


生


徒


 


当


該


生


徒


に


係


る


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


 


③


 


私


立


の


高


等


学


校


等


の


生


徒


で


あ


っ


て


そ


の


保


護


者


の


属


す


る


世


帯


の


政


令


で


定


め


る


と


こ


ろ


に


よ


り


算


定


し


た


収


入


額


が


政


令


で


定


め


る


額


以


下


で


あ


る


も


の


 


当


該


生


徒


に


係


る


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


に


二


を


乗


じ


て


得


た


額


 


第


五


 


支


給


月


数


（


第


五


条


関


係


）


 


１


 


支


給


対


象


生


徒


に


つ


い


て


就


学


支


援


金


の


支


給


を


行


う


月


数


（


以


下


「


支


給


月


数


」


と


い


う


。


）


は


、


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


三


十


六


月


（


高


等


学


校


の


定


時


制


の


課


程


及


び


通


信


制


の


課


程


に


つ


い


て


は


、


四


十


八


月


）


と


す


る


こ


と


。


 


２


 


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


支


給


が


あ


っ


た


場


合


に


お


け


る


支


給


月


数


は


、


１


の


月


数


か


ら


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


き


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


支


給


が


あ


っ


た


月


数


を


控


除


し


た


月


数


と


す


る


こ


と


。


 


 
 


五







 


六六


第


六
 


支


給


月


数


の


調


整


等


（


第


六


条


関


係


）


 
１


 
第


五


の


２


の


場


合


に


お


い


て


、


次


に


掲


げ


る


額


の


合


計


額


が


、


当


該


生


徒


が


公


立


学


校


で


あ


る


一


の


高


等


学


校


の


全


日


制


の


課


程


に


三


年


間


在


学


し


た


と


し


た


場


合


に


お


け


る


標


準


授


業


料


額


の


三


年


分


に


相


当


す


る


額


と


し


て


政


令


で


定


め


る


額


（


以


下


「


支


給


保


障


額


」


と


い


う


。


）


に


満


た


な


い


こ


と


と


な


る


と


き


は


、


第


五


の


２


に


か


か


わ


ら


ず


、


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


の


支


給


月


数


は


、


当


該


合


計


額


が


支


給


保


障


額


に


達


す


る


こ


と


と


な


る


月


（


以


下


「


調


整


後


の


最


終


支


給


月


」


と


い


う


。


）


ま


で


の


月


数


と


す


る


こ


と


。


 


①


 


第


五


の


２


に


よ


る


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


の


支


給


月


数


に


係


る


就


学


支


援


金


の


総


額


（


第


四


の


③


に


掲


げ


る


生


徒


で


あ


っ


て


、


第


四


に


よ


る


就


学


支


援


金


の


月


額


が


当


該


生


徒


に


係


る


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


の


十


二


分


の


一


の


額


を


超


え


る


も


の


（


以


下


「


第


三


号


生


徒


」


と


い


う


。


）


に


つ


い


て


は


、


当


該


超


え


る


部


分


の


総


額


を


除


く


。


以


下


同


じ


。


）


 


②


 


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


支


給


対


象


生


徒


と


な


っ


た


月


前


に


お


い


て


他


の


高


等


学


校


等


に


つ


い


て


支


給


が


あ


っ


た


当


該


生


徒


に


係


る


就


学


支


援


金


の


総


額


 


２


 


１


の


場


合


に


お


い


て


、


調


整


後


の


最


終


支


給


月


の


就


学


支


援


金


の


額


は


、


第


四


に


か


か


わ


ら


ず


、


調


整


後


の


最


終


支


給







月


に


お


い


て


１


の


合


計


額


が


支


給


保


障


額


に


達


す


る


ま


で


の


額


（


第


三


号


生


徒


に


つ


い


て


は


、


当


該


支


給


保


障


額


に


達


す


る


ま


で


の


額


を


当


該


生


徒


に


係


る


公


立


全


日


制


課


程


の


標


準


授


業


料


額


相


当


額


の


十


二


分


の


一


の


額


で


除


し


て


得


た


割


合


を


第


四


に


よ


る


就


学


支


援


金


の


月


額


に


乗


じ


て


得


た


額


）


と


す


る


こ


と


。


 


第


七


 


学


年


に


よ


る


教


育


課


程


の


区


分


を


設


け


な


い


高


等


学


校


に


在


学


す


る


生


徒


等


に


係


る


特


例


（


第


七


条


関


係


）


 


 
 


当


該


生


徒


が


学


年


に


よ


る


教


育


課


程


の


区


分


を


設


け


な


い


高


等


学


校


に


在


学


す


る


場


合


そ


の


他


第


四


か


ら


第


六


ま


で


に


よ


り


難


い


場


合


に


お


け


る


就


学


支


援


金


の


額


及


び


支


給


月


数


に


つ


い


て


は


、


政


令


で


特


別


の


定


め


を


す


る


こ


と


が


で


き


る


こ


と


。


 


第


八


 


支


給


月


数


の


追


加


（


第


八


条


関


係


）


 


１


 


市


町


村


長


は


、


第


四


か


ら


第


六


ま


で


及


び


第


七


の


政


令


に


よ


り


就


学


支


援


金


の


支


給


が


行


わ


れ


る


最


終


の


月


後


引


き


続


き


当


該


生


徒


が


当


該


高


等


学


校


等


に


在


学


す


る


こ


と


と


な


る


場


合


に


お


い


て


、


文


部


科


学


省


令


で


定


め


る


や


む


を


得


な


い


事


由


が


あ


る


と


認


め


る


と


き


は


、


政


令


で


定


め


る


と


こ


ろ


に


よ


り


、


支


給


月


数


を


追


加


す


る


こ


と


が


で


き


る


こ


と


。


 


２


 


１


に


よ


り


支


給


月


数


を


追


加


す


る


場


合


に


お


い


て


は


、


第


六


の


２


は


、


適


用


し


な


い


こ


と


。


 


第


九


 


支


給


の


方


法


等


（


第


十


条


関


係


）


 


 


１


 


就


学


支


援


金


は


、


四


月


か


ら


七


月


ま


で


、


八


月


か


ら


十


二


月


ま


で


及


び


一


月


か


ら


三


月


ま


で


の


各


期


に


つ


い


て


、


そ


の


 
 


七







 


八


期


間


中


の


月


の


分


を


ま


と


め


て


支


給


す


る


こ


と


。


 
２


 
就


学


支


援


金


の


支


給


を


受


け


よ


う


と


す


る


保


護


者


は


、


文


部


科


学


省


令


で


定


め


る


と


こ


ろ


に


よ


り


、


そ


の


住


所


地


の


市


町


村


長


に


申


請


し


、


就


学


支


援


金


の


支


給


を


す


る


旨


の


決


定


を


受


け


な


け


れ


ば


な


ら


な


い


こ


と


。


 


第


十


 


費


用


の


負


担


（


第


十


五


条


関


係


）


 


 
 


就


学


支


援


金


の


支


給


に


要


す


る


費


用


は


、


そ


の


全


額


を


国


庫


が


負


担


す


る


こ


と


。


 


第


十


一


 


国


公


立


の


高


等


学


校


の


設


置


者


の


努


力


義


務


（


第


十


六


条


関


係


）


 


 
 


国


公


立


の


高


等


学


校


の


設


置


者


は


、


標


準


授


業


料


額


を


標


準


と


し


て


当


該


国


公


立


の


高


等


学


校


の


授


業


料


の


年


額


を


定


め


る


よ


う


に


努


め


な


け


れ


ば


な


ら


な


い


こ


と


。
 


第


十


二


 


施


行


期


日


等


（


附


則


等


関


係


）


 


 


１


 


こ


の


法


律


は


、


平


成


二


十


一


年


四


月


一


日


か


ら


施


行


す


る


こ


と


。


 


 


２


 


所


要


の


経


過


措


置


を


設


け


る


こ


と


。


 


 


３


 


そ


の


他


所


要


の


規


定


の


整


備


を


行


う


こ


と


。


 





